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公共施設の総延床面積（約 43 万㎡）のうちの約 62％が、建設後 30 年以上経過しており、10 年

後その割合は約 78％に達します。 
 

図表 11 建設年度別に見た施設の大分類別の延床面積 
 

 
 

        ＊新耐震基準…中規模の地震（震度 5 強程度）に対してはほとんど損傷を生じず、極めて稀にしか発生しない大

規模の地震（震度 6～7 程度）に対しても人命に危害を及ぼすような倒壊等の被害を生じないこと

を目標としている現行の耐震基準 

市民一人当たりの公共施設延床面積は3.67㎡となっており、類似団体＊平均の3.33㎡を上回っ

ています。また、本市のように平成の大合併が行われていない類似団体の平均 2.49 ㎡と比べても

上回っています。 

図表 12 類似団体との公共施設延床面積（市民一人当たり）の比較 
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一方、施設利用者アンケートでは、「利用者の負担を増やすのであれば、施設の縮小・統合・

廃止等を検討すべきである」という回答の割合は 5％にとどまり、「施設を維持するためには、利

用者の負担がある程度増えることは仕方がない」という回答の割合が約 52％と最も高くなってい

ます。 

図表 22 施設利用者アンケートの結果 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

※施設利用者アンケート【問 11】 
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る回答が約 44％と、「統合すべきではない」という回答の約 37％を上回っています。 

 

図表 23 施設利用者アンケートの結果 2 

 

 

 

 

 

 

※施設利用者アンケート【問 12】 
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